
























緊張関係を孕んでいる ｢原子力の適正利用｣ と同時に ｢再生可能エネルギーの推進｣ ｢省エネ









































期エネルギー需給見通し｣（2015 年 7 月）では、2030年のエネルギーミックスとして再生可能
エネルギーを総発電電力量の 22-24% とすることが決定された。国際的には、COP21（2015 年






　3.11 はエネルギー政策を 180°転換させた。同年 8月に成立した ｢電気事業者による再生可能

























































　第二段階が電気の小売参入への全面自由化である。2014 年 6 月にこの法案が成立し、2016
















5） 　2016 年 4 月から一般電気事業者（10 電力会社）と特定規模電力事業者の区別はなくなり、小売電気事
業者となった。そして、小売電気事業者の登録があれば小売契約が可能となった。
6） 　PPS は Power　Producer　and　Supplier　の略称であるが、一般にわかりにくいため ｢新電力｣ に
名称変更した。ただ、PPS は略称として使用されているため、本論でも使用している。
7） 　ある情報によると、2014 年度には新電力が 24.0% 増加した。ネット検索で、｢エネルギー情報局｣ ｢新
電力ネット｣ ｢電力比較サイト　エネチェンジ｣ いずれも同じ数字であった。
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調査｣。新聞報道によると、回答自治体は 1,279（朝日新聞デジタルの数字は 1,364）。朝日新聞 2014 年
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表 1　自治体が再生可能エネルギー利用を進める理由






から都道府県が購入する電力は 206 億円，総電力購入高の 10.2%、政令市のそれはそれぞれ















ᒣᙧ┴ 䜔䜎䛜䛯᪂㟁ຊ 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻥᭶ 㻌㻌㻟㻟㻚㻠㻑 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻠᭶䛛䜙┴❧㧗ᰯ䛺䛹බඹ᪋タ
⩌㤿┴୰அ᮲⏫ ୰அ᮲㟁ຊ 㻞㻜㻝㻟ᖺ㻤᭶ 㻢㻜㻑 㻞㻜㻝㻠ᖺ㻥᭶䛛䜙ᙺሙ䛺䛹බඹ᪋タ㻟㻜䛛ᡤ
䛚䛚䛯㟁ຊ 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻟᭶ 㻢㻜㻑 ᮍᐃ
༓ⴥ┴㤶ྲྀᕷ䞉ᡂ⏣ᕷ ᮍᐃ 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻢᭶ ᮍᐃ 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻝㻜᭶䛛䜙Ꮫᰯ䛺䛹බඹ᪋タ
὾ᯇᕷ ὾ᯇ᪂㟁ຊ 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻝㻜᭶ 㻌㻌㻤㻚㻟㻑 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻠᭶䛛䜙༊ᙺᡤ䜔䜸䝣䜱䝇
⁠㈡┴†༡ᕷ ᮍᐃ 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻡᭶ 㻌㻌㻟㻟㻚㻠㻑 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻝㻜᭶䛛䜙ᕷᗇ⯋䛺䛹බඹ᪋タ
኱㜰ᗓἨబ㔝ᕷ Ἠబ㔝㟁ຊ 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻝᭶ 㻌㻌㻢㻢㻚㻣㻑 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻠᭶䛛䜙බẸ㤋䛺䛹බඹ᪋タ
኱㜰ᗓ⊃ᒣᕷ 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻝㻝᭶ 㻝㻜㻜㻑 ᮍᐃ
㫽ྲྀᕷ 䛸䛳䛸䜚ᕷẸ㟁ຊ 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻤᭶ 㻝㻜㻑 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻠᭶䛛䜙ᑠ୰Ꮫᰯ䛺䛹බඹ᪋タ
㫽ྲྀ┴⡿Ꮚᕷ 䝻䞊䜹䝹䜶䝘䝆䞊 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻝㻞᭶ 㻝㻜㻑 ᮍᐃ
ᒣཱྀ┴Ᏹ㒊ᕷ ᮍᐃ 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻠᭶ ᮍᐃ ᮍᐃ
໭஑ᕞᕷ ໭஑ᕞ䝟䝽䞊 㻞㻜㻝㻡ᖺ㻝㻞᭶ 㻞㻠㻚㻝㻣㻑 㻞㻜㻝㻢ᖺ㻠᭶䛛䜙ᕷẸ䝉䞁䝍䞊䛺䛹බඹ᪋タ














　表－２は、新聞記事から 2016 年 2 月時点での自治体電力会社の概要を示したものである。































































はあった。その代表的なものが長野県飯田市の事例である。飯田市は人口 10.2 万人（2015 年
国勢調査速報値），長野県南部の中心都市で、工業出荷額も 2700 億円を上回る電気 ･電子部品














　第 4に、地域金融機関との連携によって ｢地域内資金循環｣ の仕組みを構築したことであ
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13） 　条例の正式名称は、｢再生エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例｣（2013 年 3




































る。人口約 1.7 万人（2015 年国勢調査速報値），町域の 8割が森林の山間地である。
　群馬県中之条町は以前から省エネや再生可能エネルギーに熱心な地域で、2006年には省エネ
を目指して住宅用太陽光発電に助成金を交付するなどの政策をすすめていた。町が再生エネル
ギー導入に舵を切ったのは 2012 年 1 月である。2013 年 6 月 18 日に ｢再生エネルギーのまち
中之条｣ 宣言をし、6月 28 日 ｢再生エネルギー推進条例｣ が施行された。その後、固定価格


























て 2016 年 4月からの電力小売全面自由化を受けて、7月 1日から個人への電力小売の受け付け












営しているメガソーラーは 2か所で、1か所は民間会社Ｖ -Power が運営している。
16） 　固定価格買取制度も積極的に活用しているが、それにより公共施設が支払う電気料金は年間約 1000
万円も削減できている。（中之条電力理事山本政雄氏の話）






















きた。北海道北部に位置し、大正時代に誕生し戦後になって町制が敷かれた。面積約 6.4 万 ha







成長が本格的に開始した 1960 年には最大人口 15,555 人を記録した。しかし、ポスト高度成長
期になると資源収奪型の産業は限界を迎え、鉱山は資源の枯渇とともに閉山となった。木材伐
採量は 30 万㎥（1956 年）から 21 世紀初頭には 3万㎥となった。木材工場の製品も安価な外材
に押されて成長が伸び悩み、現在は 9工場となった。営林署も 1か所に統合され、名寄本線も



























































   (㈨ᩱ) ୗᕝ⏫ HP ̿⏫࡜᳃࡜ᮌࡢ୍⏕̿ 
http://hokkaido-tree.main.jp/shimokawa/tree/ikasu/ 
21） 　J-VER 制度は国内のプロジェクトにより実現された温室効果ガス削減・吸収量を J-VER 制度として
認証するもので、2008 年 11 月に環境省によって創設された。クレジットとは、様々な方法で削減 ･吸
収できた温室効果ガスの削減 ･吸収量のことをさす。排出側と吸収側とのクレジット関係からこのよう
に言われている。














内の公共施設の暖房をバイオエネルギーで賄っている割合は 4割を超えている。2013 年に ｢下
川町バイオマス産業都市構想｣（2013 ～ 2022 年）を打ち出した。バイオマス産業都市をめざす
取り組みの柱として、１. 林業・林産システムの革新，２. 小規模分散型再生可能エネルギー供























質バイオマスエネルギーの導入によって代替えすれば毎年の富の流出が 5,800 万円減少し， 10




　下川町は 2008 年に環境モデル都市， 2011 年に環境未来都市に選定されている 25）。このモデ
ルとして取り組まれているのが ｢一の橋バイオビレッジ構想｣ である。一の橋地区はかつても
う一つの営林署が所在していた地区であり、最盛期には 2,000 人以上の住民が暮らしていたが
現在は高齢者の多い 140 人の地区（高齢化率は 4割以上）となっている。ここで若者と高齢者
の集住化，バイオマス熱供給，スマートな地域循環型コミュニティ形成をめざす事業が進めら































　宮古島市は平成の大合併によって 2005 年 5 つの市町村が合併して生まれた都市であり、那
覇からも 290㌔遠隔にある島である。2015 年国勢調査速報値によると、人口は 51,196 人。人口
が増加している沖縄の中でも唯一 2010 年国勢調査から減少した市である。市の最大の産業は
農業で、約 5千人が従事しており、総務省の産業別就業人口分類項目の中では最も高い割合で







　宮古島市がゼロエミッションをめざした構想を持った契機は、1997 年 COP3 において京都
議定書が採択されたことである。ここで多くの国は温室効果ガスの削減を約束したのである。
　2008 年 3 月に ｢エコアイランド宮古島宣言｣ を発表し、地下水を守り27）、美しい珊瑚の海を
守り、限りある資源とエネルギーを大切にした生活と産業に向けた環境づくりのために行動す
ることを宣言した。これを受けて島の自然環境，資源を活用した持続的成長を謳った ｢エコア
イランド宮古島の推進に関する条例｣ を 2014 年 7 月 1 日に施行した。




































て 2011 年度から ｢島嶼型スマートコミュニティ｣ への取り組みを進めている。島内で再生可
能エネルギーの活用可能性とそれをマネジメントできるシステムを構築するための実証事業

























































28） 　株式会社　すまエコ　｢宮古島 EMS活用モデル案｣ 2016 年 9 月 1 日。この実証事業のヒアリング等
を筆者は直接行っていないため、｢宮古島 EMS活用モデル案｣ を引用した。
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きく変更することになった。同年 4月から E3 ガソリンの販売を停止し、当面レギュラーガソ
リン販売で続けていたが、事業を継承する企業が現れないために 9月には市も事業継続を断念
し、販売も終了した。
ｂ . ｢島嶼型スマートコミュニティ｣ の２つの事業
　バイオマス資源の活用とは異なった低炭素社会へのモデル事業と期待されたこの事業の実証
事業は 2016 年 3 月に終了し、その成果を今後にどのように生かすかという段階である。この




















































































｢｢脱成長｣ への構想｣『世界』岩波書店，2014 　 3 月号
東郷久『地域づくりと地域的循環』クリエイツかもがわ，2014
飯田哲也監修・白鳥敬『よくわかる自然エネルギーと発電のしくみ』日本実業出版社，2013




























About locally produced and consumed of energy 
－ Four types of locally produced and consumed of energy －
is active aiming diﬀuse solar electricity generation system，and that
ﬁnancial institution（Shinkin bank） and local Government support 
this movement，in Iida-city in Nagano-prefecture. Second type is 
the experiment which local government founds and manages newly 
electric power company，in Nakanojou-town in Gunma - prefecture.
Third type is the experiment in Shimokawa-town in Hokkaido-
prefecture which builds heat supply system by using existing 
resources（wood） eﬀectively in own region.Forth type is the 
experiment in Miyakojima-city in Okinawa-prefecture which build 
energy self-suﬃciency system by using existing resources（sugar 
cane） eﬀectively in own region.
Through the demonstration of these experiments，it is proved that  
locally produced and consumed of energy and economic circulation 
of energy within a particular region is very signiﬁcant to build
sustainable and regional-based economy.And for that purpose，it 
is dispensable to draw out endogenous power within regions and 
proceed through self-supporting these practices all over the regions.
 The Great East Japan Earthquake 3.11 set oﬀ to change the energy
Policy  in Japan. For a long time, the electric power system in  Japan
has been exclusive for the regional monopoly business system of 
9(10) electric power companies aking opportunity 3.11，
electricity liberalization has started to proceed.FIT（Free-in-Tariﬀ） 
started，power interchanging system was established，electricity 
retail business was deregulated and will realized separation of 
electric power production from power distribution and transmission.
On the other hand，various experiments in local government 
started to unite electric power reform with revitalization of regional 
economies. In this paper，I took 4 cases as objects of study. First type 
，however, t
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